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2016年4月期および2016年10月期ならびに2017年4月期の 

運用状況および分配金の予想の修正に関するお知らせ 

 

いちごオフィスリート投資法人（以下、「本投資法人」という。）は、2015年12月16日付発表の決算

短信に記載の2016年4月期の運用状況および分配金の予想、および2016年4月8日付発表の「2016年10月期

の運用状況および分配金の予想の修正、2017年4月期の運用状況および分配金の予想に関するお知らせ」

に記載の2016年10月期および2017年4月期の運用状況および分配金の予想を修正することを決定いたし

ましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

1. 2016年4月期の運用状況および分配金の予想の修正 

 営業収益 

（百万円） 

営業利益 

（百万円） 

経常利益 

（百万円） 

当期純利益 

（百万円） 

1口当たり 

分配金（円） 

前回発表予想（A） 6,346 2,813 2,176 2,175 1,720 

今回修正予想（B） 6,689 3,184 2,516 2,455 1,730 

増減額（B-A） +342 +371 +339 +279 +10 

増減率  +5.3% +13.1% +15.6% +12. 8% +0.5% 

参考：前期実績（2015年10月期） 6,248 2,952 1,854 1,853 1,706 

※ 2016年4月期：期末発行済投資口数 1,416,323口 

 ※ 上述予想は、現時点における運用状況の予想であり、状況の変化や会計監査人による監査等によ

り、実際の営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益、1口当たり分配金は変動する可能性があ

ります。また、本予想は分配金の額を保証するものではありません。 

 ※ 金額については単位未満を、割合については小数第2位を切り捨てています。 
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2. 2016年4月期の運用状況および分配金の予想の修正の理由 

 本投資法人は、2015年12月16日付発表の決算短信に記載の2016年4月期の運用状況および分配金の予想

に関し、2016年4月期において実施した4物件の資産（以下、「2016年4月期譲渡資産」という。）（注1）

譲渡による影響、および2016年4月期譲渡資産の譲渡で得られた資金の一部により実施した既存借入金の

返済および一部期限前返済（注2）による影響、ならびに2016年4月に発生しました熊本地震（以下、「熊

本地震」という。）によるいちご熊本ビルへの影響、さらに現時点で認識しているその他保有物件の運

用状況等を勘案し、修正を行うこととしました。 

 2016年4月期の運用状況の予想については、2016年4月期譲渡資産のうち3物件（いちご名駅ビル、いち

ご横浜西口ビル、いちご佐賀ビル）の譲渡に伴う譲渡益397百万円、秋田山王21ビルの譲渡に伴う譲渡損

54百万円の発生を反映し、現時点で認識している保有物件の運用状況等を精査し、前述1のとおり営業収

益、営業利益ともに増加する見込みです。 

また、当期は「成長戦略ロードマップ」において内部成長戦略として「継続的なNOI向上とブランディ

ング強化」をアクションプランとしております。このうち、2016年4月期のNOIについては、2016年4月期

譲渡資産の譲渡により期中のNOIは20百万円減少したものの、継続保有物件のNOIが50百万円増加したた

め、前回発表予想時のNOIから30百万円増加し、4,507百万円を見込んでいます。 

 さらに、2016年4月期譲渡資産の譲渡関連費用16百万円の発生、当該譲渡に伴う既存借入金の返済およ

び一部期限前返済による一時的な融資関連費用37百万円の発生、熊本地震の影響によりいちご熊本ビル

において見込んでいる修繕引当60百万円の計上（注3)がありますが、経常利益、当期純利益ともに前述1

のとおり増加する見込みです。 

 一方、2016年4月期の分配金については、分配金総額2,450百万円、1口当たり分配金は前回発表予想比

10円増の1,730円となる見込みです。これは上述の譲渡益397百万円を内部留保した上で、秋田山王21ビル

の譲渡に伴う譲渡損および2016年4月期譲渡資産の譲渡に伴う譲渡関連費用71百万円、融資関連費用37百

万円、いちご熊本ビルの修繕引当60百万円、本資産運用会社の一時的な運用報酬（インセンティブ報酬）

等162百万円、将来の分配金のため充当した譲渡益に起因する配当積立金60百万円の合計391百万円につ

き配当積立金を活用することを前提としています。 

（注1）詳細については、2016年1月28日付発表の 「資産の譲渡に関するお知らせ（秋田山王21ビル）」、2016年3

月4日付発表の 「資産の譲渡に関するお知らせ（いちご名駅ビル、いちご横浜西口ビル）」、および2016

年3月16日付発表の 「資産の譲渡に関するお知らせ（いちご佐賀ビル）」をご参照ください。 

（注2）詳細については、2016年2月1日付発表の「既存借入金の一部期限前返済に関するお知らせ」、2016年4月14

日付発表の「既存借入金の返済および一部期限前返済に関するお知らせ」、および2016年4月28日付発表の

「既存借入金の一部期限前返済に関するお知らせ」をご参照ください。 

（注3）特別損失に計上します。 
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3. 2016年10月期の運用状況および分配金の予想の修正 

 営業収益 

（百万円） 

営業利益 

（百万円） 

経常利益 

（百万円） 

当期純利益 

（百万円） 

1口当たり 

分配金（円） 

前回発表予想（A） 6,601 2,946 2,199 2,198 1,850 

今回修正予想（B） 7,152 3,410 2,407 2,407 1,890 

増減額（B-A） +550 +464 +208 +208 +40 

増減率 +8.3% +15.7% +9.4% +9.4% +2.1% 

参考：当初発表予想（注4） 6,472 2,944 2,301 2,300 1,760 

※ 2016年10月期： 予想期末発行済投資口数 1,532,287口                    

本日現在の発行済投資口数1,416,323口に、本日開催の役員会で決議した一般募集による新投資口

の発行口数110,166口およびオーバーアロットメントによる売出しに伴う第三者割当に係る新投

資口の発行口数5,798口（上限口数）を加えた口数です。詳細は本日付発表の「新投資口発行およ

び投資口売出しのお知らせ」をご参照ください。 

※ 2016年10月期の運用状況の予想は、別紙1「2016年10月期（2016年5月1日～2016年10月31日）にお

ける運用状況の予想の主な前提条件」に記載した前提条件に基づき算出した本日現在の予想です。

したがって、今後の不動産等の追加取得もしくは売却、賃借人の異動等に伴う賃料収入の変動、

予期せぬ修繕の発生等運用環境の変化、金利の変動、実際に決定される新投資口の発行数、今後

の新投資口の発行等により、実際の営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益、1口当たり分配

金は変動する可能性があります。また、本予想は分配金の額を保証するものではありません。 

※ 上述予想と一定以上の乖離が見込まれる場合は、予想の修正を行うことがあります。 

※ 金額については単位未満を、割合については小数第2位を切り捨てて記載しています。 

（注4）2015年12月16日付発表の決算短信に記載の2016年10月期の運用状況および分配金の予想をいいます。 

 

4. 2016年10月期の運用状況および分配金の予想の修正の理由 

本投資法人では、本日付発表の「新投資口発行および投資口売出しのお知らせ」および「資産の取得お

よびこれに伴う貸借の開始に関するお知らせ（オフィス8物件）」に記載のとおり、一般募集により調達

する手取金、メガバンク等からの借入金（注5）、および自己資金により、新たに8物件の特定資産を取

得すること（以下、「取得予定資産」という。）を予定しています。 

取得予定資産の取得は、2016年4月8日付発表の「資産の取得に関するお知らせ（オフィス5物件）」に

記載の、2016年4月期譲渡資産の譲渡、オフィス5物件をそれぞれ信託財産とする信託受益権（以下、「2016

年10月期取得資産」といい、取得予定資産と併せて「本取得資産」という。）の取得に続き、戦略的な

資産入替（以下、2016年4月期譲渡資産の譲渡および本取得資産の取得と併せて「本資産入替」という。）

をさらに推進し、ポートフォリオの継続的な成長と分配金の基礎となるポートフォリオの収益向上を図

るものです。 

本投資法人は、2016年10月期の運用状況および分配金の予想に関して、取得予定資産の取得による運用

状況への影響、および現時点で認識している保有物件の運用状況等を勘案し、修正を行うこととしまし

た。 

2016年10月期については、取得予定資産の取得により匿名組合出資金（注6）が償還されるため、当該

匿名組合出資による分配金収入は無くなりますが、2016年10月期取得資産の取得に加え、取得予定資産

の取得の影響により営業収益、営業利益ともに増加を見込んでいます。 
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さらに、経常利益、当期純利益は、取得予定資産の取得に伴う借入金の調達に伴い、前回予想に加え一

時的な融資関連費用124百万円、取得予定資産の取得に伴う新投資口発行等費用54百万円を見込んでいる

ものの、前回予想から増加する見込みです。 

分配金については、配当積立金の活用において、前回発表予想から上述の一時的な融資関連費用124百

万円、新投資口発行等費用54百万円の他、譲渡益に起因する分配金安定化に向けた活用19百万円が増加

する見込みですが、一方で、前回発表予想で見込んでいた本資産運用会社の一時的な運用報酬（インセ

ンティブ報酬）139百万円は発生しない見込みです。したがって、配当積立金の活用は前回発表予想比59

百万円増加の490百万円を前提とし、分配金総額2,896百万円（注7）、1口当たり分配金は1,890円を見込

んでいます。 

なお、本資産入替を実施した効果として、2016年10月期のNOIは、本資産入替前の当初発表予想時から

615百万円の増加（+13.7％）を見込んでおり、1口当たり分配金についても、当初発表予想比で130円増

（+7.3％）となる見込みです。 

（注5）当該借入金については、決定次第お知らせします。 

（注6）匿名組合出資金の詳細については、2015年7月28日付発表の「資産（匿名組合出資持分）の取得に関するお知

らせ」、および本日付発表の「資産の取得完了のお知らせ（オフィス5物件）」をご参照ください。 

（注7）本投資法人は、「投資法人の計算に関する規則」及び一般財団法人投資信託協会の「不動産投資信託及び不動

産投資法人に関する規則」の一部改正に伴い、合併で生じた負ののれん発生益による剰余金（配当積立金）の

2016年10月末残高を「一時差異等調整積立金」へ振替え、2016年10月期以降、200百万円の均等取崩しを行う

予定です。 

 

5. 2017年4月期の運用状況および分配金の予想の修正 

 営業収益 

（百万円） 

営業利益 

（百万円） 

経常利益 

（百万円） 

当期純利益 

（百万円） 

1口当たり 

分配金（円） 

前回発表予想（A） 6,564 2,942 2,288 2,287 1,860 

今回修正予想（B） 7,188 3,244 2,503 2,503 1,900 

増減額（B-A） +623 +302 +215 +215 +40 

増減率 +9.5％ +10.2％ +9.4％ +9.4％ +2.1％ 

※ 2017年4月期： 予想期末発行済投資口数 1,532,287口                    

本日現在の発行済投資口数1,416,323口に、本日開催の役員会で決議した一般募集による新投資口

の発行口数110,166口およびオーバーアロットメントによる売出しに伴う第三者割当に係る新投資

口の発行口数5,798口（上限口数）を加えた口数です。詳細は本日付発表の「新投資口発行および

投資口売出しのお知らせ」をご参照ください。 

※ 2017年4月期の運用状況の予想は、別紙2「2017年4月期（2016年11月1日～2017年4月30日）におけ

る運用状況の予想の主な前提条件」に記載した前提条件に基づき算出した本日現在の予想です。

したがって、今後の不動産等の追加取得もしくは売却、賃借人の異動等に伴う賃料収入の変動、

予期せぬ修繕の発生等運用環境の変化、金利の変動、実際に決定される新投資口の発行数、今後

の新投資口の発行等により、実際の営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益、1口当たり分配

金は変動する可能性があります。また、本予想は分配金の額を保証するものではありません。 

※ 上述予想と一定以上の乖離が見込まれる場合は、予想の修正を行うことがあります。 

※ 金額については単位未満を、割合については小数第2位を切り捨てて記載しています。 
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6. 2017年4月期の運用状況および分配金の予想の修正の理由 

本投資法人は、2017年4月期の運用状況および分配金の予想に関して、前述4に記載の取得予定資産の取

得による運用状況への影響、および現時点で認識している保有物件の運用状況等を勘案し修正を行うこ

ととしました。 

2017年4月期については、取得予定資産の取得の影響により全ての利益において増加を見込んでいます。

また、2017年4月期のNOIについても、当期より取得予定資産の固定資産税・都市計画税の負担が一部発

生しますが、前回発表予想から518百万円増加し、5,119百万円を見込んでいます。なお、取得予定資産の

固定資産税・都市計画税については、2017年10月期より通期で発生する見込みです。 

また、分配金については、配当積立金の活用において、本資産運用会社の一時的な運用報酬（インセ

ンティブ報酬）が前回発表予想に加え26百万円増加する他、譲渡益に起因する分配金安定化に向けた活

用が前回発表予想に加え32百万円増加する見込みです。したがって、配当積立金の活用は前回予想比58

百万円増加の406百万円を前提とし、分配金総額2,911百万円、1口当たり分配金は1,900円を見込んでいま

す。 

 

以 上
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が作成する新投資口発行および投資口売出届出目論見書ならびに訂正事項分（作成された場合）をご覧いただいた上で、投資家ご
自身の判断と責任で投資なさるようお願いいたします。 
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（別紙1） 

2016年10月期（2016年5月1日～2016年10月31日）における運用状況の予想の主な前提条件 

項目 前提条件 

計算期間 ・2016年10月期  ： 2016年5月1日 ～ 2016年10月31日（184日） 

運用資産 

・本日現在で保有している78物件に加えて、今回募集する投資口の発行により調達した資金、メガバンク等から

の借入金および自己資金をもって、取得予定資産を取得予定日にそれぞれ取得した後の86物件を前提としてい

ます。これ以外に2016年10月31日までに物件の異動（新規物件の取得または既存物件の譲渡等）がないことを

前提としています。 

・実際には、今後の物件の異動（新規物件の取得または既存物件の譲渡等）により予想が変動する可能性があり

ます。 

発行済投資口数 

・本日現在の発行済投資口数1,416,323口に、本日開催の役員会で決議した一般募集による新投資口の発行口数

110,166口およびオーバーアロットメントによる売出しに伴う第三者割当に係る新投資口の発行口数上限であ

る5,798口が全て発行されることを前提としています（合計1,532,287口）。これ以外に2016年10月31日までに

新投資口の発行がなく、投資口数が変動することがないことを前提としています。 

営業収益 

・賃貸事業収益については、運用資産の過去の実績値を基準として本日現在で有効な賃貸借契約をもとに、各物

件の競争力および市場環境等を勘案して算出しています。 

・物件合計の期末稼働率は、2016年10月31日時点で96.5％を見込んでいます。 

営業費用 

・主たる営業費用である賃貸事業費用のうち、減価償却費以外のものは過去の実績値を基準とし、費用の変動要

素を反映して算出しています。 

・固定資産税および都市計画税として、2016年10月期に513百万円を見込んでいます。なお、取得予定資産の取

得に伴い、前受益権者と所有する日数に応じて精算することとなる固定資産税および都市計画税については、

取得原価に算入されるため費用として計上されません。 

・建物の修繕費は、2016年10月期に99百万円を見込んでいます。なお、予想し難い要因に基づく建物の毀損等に

より修繕費が発生する可能性があること、一般的に年度による金額の差異が大きくなることおよび定期的に発

生する費用ではないこと等から、各営業期間の修繕費が予想金額と大きく異なる結果となる可能性がありま

す。 

・プロパティマネジメントフィー等を含む外注委託費は、2016年10月期に657百万円を見込んでいます。 

・減価償却費については、定額法を採用しており、運用資産に対し、償却額に将来の追加の資本的支出に対する

減価償却費を含めて算出し、2016年10月期に921百万円を見込んでいます。 

・予想し難い要因により緊急的に費用が発生する可能性があることから、営業費用は予想金額と大きく異なる可

能性があります。 

営業外費用 

・支払利息は、2016年10月期に553百万円を見込んでいます。 

・融資関連費用は、2016年10月期に396百万円を見込んでいます。 

・新投資口の追加発行および投資口の売出しに係る費用は、2016年10月期においては54百万円を見込んでいます。 

有利子負債 ・2016年10月31日現在、97,911百万円の借入金残高があることを前提としております。 

1口当たり分配金 

・分配金（1口当たり分配金）は、本投資法人の規約に定める金銭の分配の方針に基づき分配することを前提と

しています。 

・2016年10月期については、当期未処分利益2,407百万円に配当積立金取崩額490百万円（定額取崩200百万円を含

む）を加えた2,896百万円を、1口当たり分配金が1円未満となる端数部分を除く全額を分配することを前提とし

ています。 

・テナントの異動等に伴う賃貸収入の変動、その他の物件の異動、予期せぬ修繕費等の発生、金利の変動、投資

口の追加発行等の種々の要因により、1口当たりの分配金の額は変動する可能性があります。 

1口当たり利益 

超過分配金 
・利益を超える金銭の分配（1口当たり利益超過分配金）は行う予定はありません。 

その他 

・法令、税制、会計基準、東京証券取引所の上場規則、投資信託協会規則等において、上述の予想数値に影響を

与える改正が行われないことを前提としています。 

・一般的な経済動向および不動産市況等に不測の重大な変化が生じないことを前提としています。 



ご注意:この文書は、本投資法人の2016年4月期および2016年10月期ならびに2017年4月期の運用状況および分配金の予想の修正に関して一

般に公表するための記者発表文であり、投資勧誘を目的として作成されたものではありません。投資を行う際は、必ず本投資法人
が作成する新投資口発行および投資口売出届出目論見書ならびに訂正事項分（作成された場合）をご覧いただいた上で、投資家ご
自身の判断と責任で投資なさるようお願いいたします。 
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（別紙2） 

2017年4月期（2016年11月1日～2017年4月30日）における運用状況の予想の主な前提条件 

項目 前提条件 

計算期間 ・2017年4月期  ： 2016年11月1日 ～ 2017年4月30日（181日） 

運用資産 

・本日現在で保有している78物件に加えて、今回募集する投資口の発行により調達した資金、メガバンク等から

の借入金および自己資金をもって、取得予定資産を取得予定日にそれぞれ取得した後の86物件を前提としてい

ます。これ以外に2017年4月30日までに物件の異動（新規物件の取得または既存物件の譲渡等）がないことを

前提としています。 

・実際には、今後の物件の異動（新規物件の取得または既存物件の譲渡等）により予想が変動する可能性があり

ます。 

発行済投資口数 

・本日現在の発行済投資口数1,416,323口に、本日開催の役員会で決議した一般募集による新投資口の発行口数

110,166口およびオーバーアロットメントによる売出しに伴う第三者割当に係る新投資口の発行口数上限であ

る5,798口が全て発行されることを前提としています（合計1,532,287口）。これ以外に2017年4月30日までに新

投資口の発行がなく、投資口数が変動することがないことを前提としています。 

営業収益 

・賃貸事業収益については、運用資産の過去の実績値を基準として本日現在で有効な賃貸借契約をもとに、各物

件の競争力および市場環境等を勘案して算出しています。 

・物件合計の期末稼働率は、2017年4月30日時点で95.9％を見込んでいます。 

営業費用 

・主たる営業費用である賃貸事業費用のうち、減価償却費以外のものは過去の実績値を基準とし、費用の変動要

素を反映して算出しています。 

・固定資産税および都市計画税として、2017年4月期に537百万円を見込んでいます。なお、取得予定資産の取得

に伴い、前受益権者と所有する日数に応じて精算することとなる固定資産税および都市計画税については、取

得原価に算入されるため費用として計上されません。 

・建物の修繕費は、2017年4月期に118百万円を見込んでいます。なお、予想し難い要因に基づく建物の毀損等に

より修繕費が発生する可能性があること、一般的に年度による金額の差異が大きくなることおよび定期的に発

生する費用ではないこと等から、各営業期間の修繕費が予想金額と大きく異なる結果となる可能性がありま

す。 

・プロパティマネジメントフィー等を含む外注委託費は、2017年4月期に640百万円を見込んでいます。 

・減価償却費については、定額法を採用しており、運用資産に対し、償却額に将来の追加の資本的支出に対する

減価償却費を含めて算出し、2017年4月期に923百万円を見込んでいます。 

・本資産運用会社の資産運用報酬のうち、インセンティブ報酬については、2017年4月期に153百万円を見込んで

います。 

・予想し難い要因により緊急的に費用が発生する可能性があることから、営業費用は予想金額と大きく異なる可

能性があります。 

営業外費用 
・支払利息は、2017年4月期に552百万円を見込んでいます。 

・融資関連費用は、2017年4月期に189百万円を見込んでいます。 

有利子負債 ・2017年4月30日現在、97,764百万円の借入金残高があることを前提としております。 

1口当たり分配金 

・分配金（1口当たり分配金）は、本投資法人の規約に定める金銭の分配の方針に基づき分配することを前提と

しています。 

・2017年4月期については、当期未処分利益2,504百万円に配当積立金取崩額406百万円（定額取崩200百万円を含

む）を加えた2,911百万円を、1口当たり分配金が1円未満となる端数部分を除く全額を分配することを前提とし

ています。 

・テナントの異動等に伴う賃貸収入の変動、その他の物件の異動、予期せぬ修繕費等の発生、金利の変動、投資

口の追加発行等の種々の要因により、1口当たりの分配金の額は変動する可能性があります。 

1口当たり利益 

超過分配金 
・利益を超える金銭の分配（1口当たり利益超過分配金）は行う予定はありません。 

その他 

・法令、税制、会計基準、東京証券取引所の上場規則、投資信託協会規則等において、上述の予想数値に影響を

与える改正が行われないことを前提としています。 

・一般的な経済動向および不動産市況等に不測の重大な変化が生じないことを前提としています。 

 



ご注意:この文書は、本投資法人の2016年4月期および2016年10月期ならびに2017年4月期の運用状況および分配金の予想の修正に関して一

般に公表するための記者発表文であり、投資勧誘を目的として作成されたものではありません。投資を行う際は、必ず本投資法人
が作成する新投資口発行および投資口売出届出目論見書ならびに訂正事項分（作成された場合）をご覧いただいた上で、投資家ご
自身の判断と責任で投資なさるようお願いいたします。 
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【ご参考】本資産入替後の 1口当たり分配金の推移 

 

2016年10月期
（当初発表予想）

1,760円

2016年10月期
（今回修正予想）

1,890円

（前回発表予想
1,850円（注8））

2017年4月期
（今回修正予想）

1,900円

（前回発表予想
1,860円（注8） ）

本資産入替後

 

（注8）2016年10月期の当初発表予想については、2015年12月16日付発表の決算短信をご参照ください。また。2016

年10月期および2017年4月期の前回発表予想については、2016年4月8日付発表の「2016年10月期の運用状況お

よび分配金の予想の修正、2017年4月期の運用状況および分配金の予想に関するお知らせ 」をご参照ください。 


